
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０２２年度の銀行・信用金庫決算 
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本レポートが分析対象としている大手行、地域銀行、信用金庫は次のとおりです。 

 

 大手行は、みずほ、三菱 UFJ、三井住友、りそな、埼玉りそな、三菱 UFJ 信託、みずほ信託、三

井住友信託、SBI 新生、あおぞらの 10 行、地域銀行は、地方銀行 62 行と第二地方銀行 37 行、信

用金庫は、日本銀行の取引先信用金庫 247 庫（2023 年 3 月末時点）。 

  

本レポートの内容について、商用目的で転載・複製を行う場合は、予め日本銀行金融機構局まで

ご相談ください。転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。 

 

【本レポートに関する照会先】 

日本銀行金融機構局金融第１課、金融第２課（post.fsbe2@boj.or.jp） 
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（⾦融システムレポート別冊シリーズについて） 

 ⽇本銀⾏は、マクロ・プルーデンスの視点から、わが国⾦融システムの安定性を評
価するとともに、安定確保に向けた課題について関係者とのコミュニケーションを深
めることを⽬的として、『⾦融システムレポート』を年 2 回公表している。同レポー
トは、⾦融システムの包括的な定点観測である。

『⾦融システムレポート別冊シリーズ』は、特定のテーマや課題に関する掘り下げ
た分析、追加的な調査等を⾏うことにより、『⾦融システムレポート』を補完するもの
であり、その⼀環として毎年度、銀⾏・信⽤⾦庫の決算を分析している。本別冊では、
2022 年度の決算を取り上げている。 

（本別冊の要旨） 

2022 年度の銀⾏・信⽤⾦庫決算の特徴は、次の 3 点である。 

第⼀に、当期純利益は、⼤⼿⾏、地域銀⾏では、増益となった⼀⽅、信⽤⾦庫は減
益となった。いずれの業態でも、海外⾦利上昇を受けた債券売却損の計上等により、
債券関係損益が悪化し、利益の下押し要因となったものの、コア業務純益が増加した。 

第⼆に、基礎的収益⼒を⽰すコア業務純益は、⼤⼿⾏、地域銀⾏、信⽤⾦庫ともに
増加した。いずれの業態でも資⾦利益が増加したことに加え、⼤⼿⾏では⾮資⾦利益
の増加が、地域銀⾏と信⽤⾦庫では経費の減少が、主な増益要因となった。 

第三に、⾦融機関の⾃⼰資本⽐率は、⾃⼰資本に有価証券評価損益が含まれる国際
統⼀基準⾏で低下したものの、いずれの業態でも、規制⽔準を⼗分に上回っている。 
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【⽬ 次】 

 

Ⅰ．2022 年度の銀⾏・信⽤⾦庫決算のポイント  

 １．損益の状況  ４ 

 ２．時系列でみた利益⽔準  ６ 

３．バランスシートの状況  ７ 

Ⅱ．2022 年度の銀⾏決算  

 １．基礎的収益⼒の状況  

 （１）資⾦利益  ９ 

 （２）貸出利鞘等 １０ 

 （３）有価証券利鞘等 １３ 

 （４）⾮資⾦利益 １４ 

 （５）経費 １６ 

２．有価証券関係損益・評価損益  

 （１）有価証券関係損益 １７ 

 （２）有価証券評価損益 １８ 

３．信⽤コストと不良債権  

 （１）信⽤コスト １９ 

 （２）不良債権 ２１ 

 （３）引当 ２２ 

４．⾃⼰資本⽐率等  

 （１）⾃⼰資本⽐率 ２４ 

 （２）配当・⾃⼰株式 ２５ 

ＢＯＸ 銀⾏の 2023 年度収益計画 ２６ 
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Ⅲ．2022 年度の信⽤⾦庫決算  

 １．基礎的収益⼒の状況  

 （１）資⾦利益 ２７ 

 （２）貸出利鞘等 ２８ 

 （３）有価証券利鞘等 ２９ 

 （４）⾮資⾦利益 ２９ 

 （５）経費 ３０ 
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 （２）有価証券評価損益 ３１ 
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 （１）信⽤コスト ３１ 

 （２）不良債権 ３２ 

 （３）引当 ３２ 

４．⾃⼰資本⽐率 ３３ 

  

付録︓基本⽤語の定義 ３４ 
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Ⅰ．2022 年度の銀⾏・信⽤⾦庫決算のポイント1 

１．損益の状況 

⼤⼿⾏の 2022 年度の当期純利益（グループ連結、約 2.9 兆円）は、前年⽐+6.6%の増益
となった。海外⾦利上昇を受けた債券売却損の計上等から、債券関係損益が悪化したものの、
海外を中⼼とする貸出増加や、投信解約益を中⼼とした有価証券関連利益の増加に伴う、資
⾦利益の増加に加え、国際業務部⾨における預貸業務関連⼿数料の増加等による⾮資⾦利益
の増加により、コア業務純益が増加したことから、全体としては増益。この間、信⽤コスト
は、前年⽐増加したものの、⼀部先のグループ会社の株式譲渡に伴う会計処理の影響を除い
てみれば、新型コロナウイルス感染症の影響が落ち着くもとで減少が続いた。 

⼤⼿⾏の銀⾏単体の当期純利益（約 2.5 兆円）も、⼀部先の⼦会社株式売却益の計上等か
ら、前年⽐+85.8%の増益となった。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

                                                  
1 以下、銀⾏については、I 章、II 章ともに、特に⾔及のない限り、単体ベースで分析している。 

図表Ⅰ-1-1 大手行の損益（P/L）主要項目 

（注）1.信用コストは、マイナスが繰入、プラスが戻入。 

（注）2.大手行（グループ連結）では、コア業務純益に持分法投資損益を含む。また、連結ベースの計数が利用できない一部の

項目では単体ベースの計数を利用。 

（資料）各社開示資料、日本銀行 

（億円、％）

22年度 前年差 前年比 22年度 前年差 前年比

資金利益 63,039 ＋ 8,646 ＋ 15.9 44,884 ＋ 5,953 ＋ 15.3

非資金利益 65,294 ＋ 8,282 ＋ 14.5 30,720 ＋ 6,188 ＋ 25.2

経費 ▲ 73,886 ▲ 3,593 ＋ 5.1 ▲ 37,505 ▲ 553 ＋ 1.5

コア業務純益 59,585 ＋ 13,316 ＋ 28.8 38,099 ＋ 11,589 ＋ 43.7

（除く投信解約損益） (53,250) (＋ 7,915) (＋ 17.5) (31,764) (＋ 6,187) (＋ 24.2)

債券関係損益 ▲ 12,413 ▲ 9,294 ―― ▲ 11,946 ▲ 8,712 ――

株式関係損益 5,978 ＋ 877 ―― 5,659 ＋ 914 ――

信用コスト ▲ 10,245 ▲ 484 ―― ▲ 2,689 ＋ 5,376 ――

―― ―― ―― (8bps) (▲17bps) ――

その他の損益 ▲ 2,875 ＋ 799 ―― 3,897 ＋ 5,530 ――

税引前当期純利益 40,029 ＋ 5,215 ＋ 15.0 33,019 ＋ 14,696 ＋ 80.2

税金関連費用 ▲ 10,230 ▲ 3,399 ＋ 49.8 ▲ 7,719 ▲ 3,014 ＋ 64.1

当期純利益 28,808 ＋ 1,784 ＋ 6.6 25,300 ＋ 11,683 ＋ 85.8

大手行（グループ連結） 大手行（単体）

（信用コスト率）
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地域銀⾏の当期純利益（約 0.9 兆円）は、前年⽐+1.4%の増益となった。債券関係損益の
悪化が下押し要因となったものの、新型コロナ関連等の貸出残⾼増加に伴う資⾦利益の増加
や、法⼈役務取引を中⼼とする⾮資⾦利益の増加、経費の減少、信⽤コストの減少などが押
し上げ要因として作⽤した。 

信⽤⾦庫の当期純利益（約 0.2 兆円）は、前年⽐▲12.8%の減益となった。経費の減少や
信⽤コストの減少が押し上げ要因として作⽤したものの、債券関係損益の悪化が下押しとな
った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

図表Ⅰ-1-2 地域銀行・信用金庫の損益（P/L）主要項目 

（注）信用コストは、マイナスが繰入、プラスが戻入。 

（資料）日本銀行 

 

（億円、％）

22年度 前年差 前年比 22年度 前年差 前年比

資金利益 37,033 ＋ 449 ＋ 1.2 16,204 ＋ 129 ＋ 0.8

非資金利益 6,642 ＋ 280 ＋ 4.4 583 ▲ 147 ▲ 20.1

経費 ▲ 27,254 ＋ 806 ▲ 2.9 ▲ 12,168 ＋ 220 ▲ 1.8

コア業務純益 16,421 ＋ 1,530 ＋ 10.3 4,619 ＋ 203 ＋ 4.6

（除く投信解約損益） (15,496) (＋ 1,288) (＋ 9.1) (4,480) (＋ 357) (＋ 8.7)

債券関係損益 ▲ 6,423 ▲ 4,641 ―― ▲ 1,273 ▲ 1,228 ――

株式関係損益 3,147 ＋ 1,548 ―― 523 ＋ 136 ――

信用コスト ▲ 1,500 ＋ 1,395 ―― ▲ 468 ＋ 482 ――

（信用コスト率） (5bps) (▲ 5bps) ―― (6bps) (▲6bps) ――

その他の損益 ▲ 1 ＋ 28 ―― ▲ 100 ▲ 2 ――

税引前当期純利益 11,643 ▲ 140 ▲ 1.2 3,302 ▲ 409 ▲ 11.0

税金関連費用 ▲ 3,126 ＋ 261 ▲ 7.7 ▲ 889 ＋ 56 ▲ 5.9

当期純利益 8,516 ＋ 120 ＋ 1.4 2,413 ▲ 354 ▲ 12.8

地域銀行（単体） 信用金庫
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２．時系列でみた利益⽔準 

2022 年度の当期純利益は、⼤⼿⾏（グループ連結・単体）、地域銀⾏は 3 年連続の増益と
なった⼀⽅、信⽤⾦庫では 3 年ぶりの減益となった。 

 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎的収益⼒をみると、⼤⼿⾏の 2022 年度のコア業務純益は、前年⽐+43.7%と 3 年連
続の増益となったほか、地域銀⾏でも、前年⽐+10.3%と 3 年連続の増益、信⽤⾦庫でも、
前年⽐＋4.6%と 5 年連続の増益となった。 

図表Ⅰ-2-1 当期純利益 

大手行（グループ連結）                 大手行（単体） 

（資料）日本銀行 

地域銀行                        信用金庫 
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３．バランスシートの状況 

2022 年度中のバランスシートの動きをみると、⼤⼿⾏の総資産は、国債が減少した⼀⽅、
現⾦・預け⾦（⽇銀当座預⾦など）、国内外の貸出⾦、外国証券が増加し、＋55.7 兆円の増加
となった。負債サイドは、国内外の預⾦を中⼼に増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

89 94 99 04 09 14 19

年度

兆円

22年度

（資料）日本銀行 

大手行               地域銀行                信用金庫 

図表Ⅰ-2-2 コア業務純益 

図表Ⅰ-3-1 大手行の貸借対照表（B/S）主要項目 

（資料）日本銀行 
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（兆円）

23/3月末 22/3月末差 22/9月末差 23/3月末 22/3月末差 22/9月末差

貸出金 358.4 ＋ 22.2 ▲ 3.5 651.1 ＋ 37.5 ＋ 8.9

国内部門 239.0 ＋ 8.9 ＋ 6.1 国内部門 510.4 ＋ 18.0 ＋ 17.3

国際部門 119.4 ＋ 13.2 ▲ 9.7 国際部門 140.8 ＋ 19.5 ▲ 8.4

有価証券 173.3 ▲ 3.3 ＋ 4.4 43.1 ▲ 20.8 ＋ 5.8

国債 68.5 ▲ 11.7 ▲ 1.0 15.3 ▲ 0.4 ＋ 1.3

株式 13.9 ▲ 1.1 ＋ 0.0 201.7 ＋ 40.0 ▲ 14.3

外国証券 64.0 ＋ 8.2 ＋ 4.6 負債計 911.2 ＋ 56.2 ＋ 1.7

284.7 ＋ 19.1 ＋ 30.1 純資産計 30.9 ▲ 0.5 ＋ 1.7

125.7 ＋ 17.8 ▲ 27.6 利益剰余金 13.6 ＋ 1.3 ＋ 0.6

資産計 942.1 ＋ 55.7 ＋ 3.4
有価証券
評価差額金

3.1 ▲ 1.1 ＋ 1.3

信託勘定借

日銀借入金

その他の負債

預金・
譲渡性預金

現金・預け金

その他の資産
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地域銀⾏の総資産は、貸出⾦などが増加した⼀⽅、現⾦・預け⾦（⽇銀当座預⾦など）や有
価証券が減少し、▲16.1 兆円の減少となった。負債サイドは、その他の負債（⽇銀借⼊⾦な
ど）が減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

信⽤⾦庫の総資産は、有価証券、現⾦・預け⾦（⽇銀当座預⾦、信⾦中央⾦庫への預け⾦な
ど）などが減少し、▲5.0 兆円の減少となった。負債サイドは、その他の負債（⽇銀借⼊⾦な
ど）が減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表Ⅰ-3-3 信用金庫の貸借対照表（B/S）主要項目 

（資料）日本銀行 

図表Ⅰ-3-2 地域銀行の貸借対照表（B/S）主要項目 

（資料）日本銀行 

（兆円）

23/3月末 22/3月末差 22/9月末差 23/3月末 22/3月末差 22/9月末差

貸出金 303.9 ＋ 13.3 ＋ 7.0 403.5 ＋ 7.7 ＋ 5.7

有価証券 85.2 ▲ 3.6 ▲ 2.1 普通預金 253.2 ＋ 10.4 ＋ 8.2

国債 15.2 ▲ 2.5 ▲ 1.5 64.5 ▲ 22.9 ＋ 6.4

86.4 ▲ 27.5 ＋ 7.7 468.0 ▲ 15.2 ＋ 12.1

14.9 ＋ 1.7 ▲ 0.1 純資産計 22.4 ▲ 0.8 ＋ 0.4

490.3 ▲ 16.1 ＋ 12.5
有価証券
評価差額金

1.6 ▲ 1.1 ＋ 0.6

現金・預け金 負債計

その他の資産

資産計

その他の負債

預金・
譲渡性預金

（兆円）

23/3月末 22/3月末差 23/3月末 22/3月末差

貸出金 79.5 ＋ 1.0 159.7 ＋ 1.2

有価証券 46.2 ▲ 2.3 普通預金 75.9 ＋ 3.0

国債 7.7 ▲ 0.7 その他の負債 6.1 ▲ 5.4

現金・預け金 44.7 ▲ 3.9 負債計 165.8 ▲ 4.2

その他の資産 3.8 ＋ 0.2 純資産計 8.4 ▲ 0.8

資産計 174.2 ▲ 5.0
有価証券
評価差額金

▲ 0.9 ▲ 1.0

預金・
譲渡性預金
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Ⅱ. 2022 年度の銀⾏決算 

本章では、銀⾏の基礎的収益⼒（資⾦利益、⾮資⾦利益、経費）のほか、有価証券関係損
益・評価損益、信⽤コストと不良債権、⾃⼰資本⽐率等について整理する。なお、信⽤⾦庫決
算については、Ⅲ章で取り上げている。 

１．基礎的収益⼒の状況 

（１）資⾦利益 

⼤⼿⾏の資⾦利益は、前年⽐+15.3%の増加となった。海外を中⼼とした貸出残⾼増加に
伴い、貸出関連の利益が増加したほか、有価証券関連の利益が増加した。投信解約益の計上
も、資⾦利益の押し上げに寄与した。 

地域銀⾏の資⾦利益は、前年⽐＋1.2%の増加となった。新型コロナ関連等の貸出残⾼増加
によって貸出関連の利益が堅調であったことに加え、有価証券関連の利益が増加した。 

  
  
 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大手行                        地域銀行 

（注）貸出関連＝貸出平残×貸出利鞘、有価証券関連＝有価証券平残×有価証券利鞘。 

（資料）日本銀行 

 

図表Ⅱ-1-1 資金利益 
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（２）貸出利鞘等 

① 貸出利鞘 

国内業務部⾨では、⼤⼿⾏では、貸出利回り・調達利回りとも横ばいで推移するもと、貸
出利鞘は概ね横ばいとなった。地域銀⾏では、調達利回りが横ばいで推移するもと、貸出利
回りが幾分低下したことから、貸出利鞘の縮⼩が続いた。 

⼤⼿⾏の国際業務部⾨では、海外⾦利の上昇を受けた貸出利回りの上昇幅が、調達利回り
の上昇幅を上回り、貸出利鞘は拡⼤した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（注）利鞘の計算に当たっては、調達費用から金利スワップ支払利息を除いている。 

（資料）日本銀行 

 

図表Ⅱ-1-2 貸出利鞘 
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② 貸出利率別の貸出残⾼ 

貸出利率別の貸出残⾼（円貨・国内店）の推移をみると、⼤⼿⾏、地域銀⾏とも、低⾦利ゾ
ーンでの貸出残⾼の増加が続いた。この間、⼤⼿⾏では、LBO ローン等の実⾏により、⼀部
⾼⾦利ゾーンの融資が増加に転じた。 

 

  

  

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ-1-3 貸出利率別の貸出残高の変化（2019 年 3 月末～23 年 3 月末） 

 
大手行                       地域銀行 

（注）円貨・国内店貸出（金融機関向けは除く）の末残ベース。 

（資料）日本銀行 

 

図表Ⅱ-1-4 貸出利率別の貸出残高構成比の変化（2019 年 3 月末～23 年 3 月末） 

大手行                       地域銀行 

（注）円貨・国内店貸出（金融機関向けは除く）の末残ベース。 

（資料）日本銀行 
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③ 貸出利益の変化における貸出残⾼・利鞘要因 

国内貸出利益の変化を貸出利鞘・残⾼要因別にみると、⼤⼿⾏では、原材料価格上昇に伴
う資⾦需要や不動産向け貸出の残⾼増加が増益に寄与した。地域銀⾏では、貸出利鞘の縮⼩
による減益寄与を残⾼の増加による増益寄与が上回り、貸出利益は増加した。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）1.利鞘の計算に当たっては、調達費用から金利スワップ支払利息を除いている。 

（注）2.貸出利益＝貸出平残×貸出利鞘。 

（資料）日本銀行 

 

図表Ⅱ-1-5 貸出利益の変化（国内業務部門） 

大手行                        地域銀行 
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（３）有価証券利鞘等 

有価証券利鞘をみると、⼤⼿⾏では、海外⾦利が上昇する中、外貨を中⼼に調達利回りが
上昇したものの、低利回りの外国証券の売却等によって有価証券利回りが上昇したことから、
拡⼤した。地域銀⾏では、投信解約損益を除いたベースでみると、外貨調達利回りの上昇が
下押し要因となったものの、外国証券の⼊替売買による有価証券利回りの上昇が下⽀えとな
った。国内債（国債、地⽅債、社債）の収益寄与が低下するなか、⼤⼿⾏は外国証券と株式の
収益寄与が⼤きい状態が続いている。地域銀⾏では、外国証券、投信等、株式の収益寄与が
趨勢的に⾼まっている。 

 

 

                     

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大手行                        地域銀行 

 

図表Ⅱ-1-6  有価証券利鞘 

図表Ⅱ-1-7  有価証券利回りの商品別寄与度分解 

大手行                       地域銀行 

 

（注）利鞘の計算に当たっては、調達費用から金利スワップ支払利息を除いている。 

（資料）日本銀行 

（注）大手行における 16、18 年度の株式利回りの上昇は、一部先における子会社からの配当受取が影響している。 

（資料）日本銀行 
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（４）⾮資⾦利益 

⾮資⾦利益をみると、⼤⼿⾏では、市場のボラティリティが上昇したもと、為替デリバテ
ィブ等の顧客取引が増加したほか、役務取引等利益が、国際業務部⾨での預貸業務関連の⼿
数料収⼊等の積み上がりから増加し、⾮資⾦利益全体では前年⽐+25.2%の増加となった。
地域銀⾏では、役務取引等利益が、「シンジケート・ローン・債権流動化・M&A 等」に含ま
れるストラクチャード・ファイナンスやビジネスマッチングといった法⼈役務取引を中⼼に
増加したことから、全体では前年⽐＋4.4%増加した。  

地域銀行 

（資料）日本銀行 

図表Ⅱ-1-8 保有有価証券の商品別利回りと残高（末残） 
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（注）銀行の内部管理ベースであるため、計上区分にはばら 

つきがあるが、預貸業務には、シンジケート・ローン組

成・参加、コミットメントライン設定、資産流動化、M&A

手数料等が含まれる。 

（資料）日本銀行 

 

図表Ⅱ-1-12 大手行の国際業務部門に 

おける役務取引等収益 

 （資料）日本銀行 

大手行                       地域銀行 

図表Ⅱ-1-9 非資金利益 

大手行                       地域銀行 

図表Ⅱ-1-10 役務取引等収益（国内業務部門） 

（資料）日本銀行 

 

図表Ⅱ-1-11 大手行の役務取引等収益 

（国内・国際業務部門別） 

（注）役務取引等収益のうち、上記 5項目の手数料収入に該当するものを集計。地域銀行については、2020 年度以降のシ

ンジケート・ローン・債権流動化・M&A 等に、ストラクチャード・ファイナンスや事業承継等も含まれる。 

（資料）日本銀行 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21

兆円

22年度
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21

兆円
外国為替・デリバティブ関係等

役務取引等利益

22年度

0

5

10

15

20

25

30

35

40

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

兆円 国内業務部門

国際業務部門

国際業務部門比率(右軸)

％

年度
0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

兆円 その他 証券関連業務

信託関連業務 代理業務

保証業務 為替業務

預貸業務

年度

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

01 03 05 07 09 11 13 15 17 19 21

兆円

22年度



16 
 

（５）経費 

経費をみると、⼤⼿⾏では、引き続き、国内業務部⾨で減少した⼀⽅、国際業務部⾨で為
替円安の影響もあり、⼈件費・物件費ともに増加したことから、全体では前年⽐+1.5％の増
加となった。地域銀⾏では、⼈件費・物件費ともに減少したことから、前年⽐▲2.9％の減少
となった。修正 OHR（＝経費／コア業務粗利益＜除く投信解約損益＞）をみると、⼤⼿⾏で
はコア業務粗利益の増加を主因に、地域銀⾏では、コア業務粗利益の増加と経費の減少の双
⽅により、それぞれ低下した2。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

  

 

 

 

 

  

                                                  
2 地域⾦融機関における経営基盤強化に向けた取り組みについては、「地域⾦融強化に向けた取り組み――地域⾦

融機関の経営基盤強化と⽇本銀⾏の施策――」（⾦融システムレポート別冊シリーズ、2021 年 9 ⽉）を参照。 

図表Ⅱ-1-13 経費の寄与度分解 

大手行                       地域銀行 

図表Ⅱ-1-15 OHR（経費率） 図表Ⅱ-1-14 経費の国内・国際別寄与度 

（大手行） 

 （資料）日本銀行 

 （資料）日本銀行 （注）OHR＝経費/業務粗利益。 

   修正 OHR＝経費/コア業務粗利益（除く投信解約損益）。 

（資料）日本銀行 
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２．有価証券関係損益・評価損益 

（１）有価証券関係損益 

有価証券関係損益のうち、債券関係損益をみると、⼤⼿⾏、地域銀⾏ともに、海外⾦利上
昇を受けて、外債の売却損を計上したことから、損超幅が拡⼤した。 

株式関係損益をみると、⼤⼿⾏は売却損の減少を主因に、地域銀⾏は、売却益の増加によ
り、益超幅が拡⼤した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

図表Ⅱ-2-1 債券関係損益 

（資料）日本銀行 

図表Ⅱ-2-2 株式関係損益 

大手行                       地域銀行 

大手行                        地域銀行 

（資料）日本銀行 
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（２）有価証券評価損益 

2023 年 3 ⽉末時点のその他有価証券の評価損益をみると、⼤⼿⾏で 4 兆円程度、地域銀
⾏で 2 兆円程度と、いずれの業態でも⾼⽔準の益超が維持されているものの、2022 年 3 ⽉
末対⽐で益超幅は縮⼩した。内訳をみると、⼤部分を占める株式評価損益は、政策保有株式
の削減等を受けて、⼤⼿⾏、地域銀⾏とも、⼩幅に益超幅が縮⼩した。債券等の評価損益は、
⾦利上昇を受けて国内債・外債の評価損が拡⼤したことから、⼤⼿⾏、地域銀⾏ともに損超
幅が拡⼤した。地域銀⾏では、投資信託などの「その他国内証券」が損超に転化したことも、
下押しに作⽤した。 
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図表Ⅱ-2-3 その他有価証券の評価損益 

大手行 

 （債券等の内訳） 

地域銀行 
（債券等の内訳） 

（注）大手行、地域銀行とも、右図は債券等の内訳を表示。なお、その他国内証券、同外国証券には、投資信託やファンド

投資等が含まれる。 
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３．信⽤コストと不良債権 

（１）信⽤コスト 

信⽤コストをみると、⼤⼿⾏では、前年の⼀部⼤⼝先の信⽤コスト計上等の影響が剥落し
たこともあって、繰⼊超幅が縮⼩した。地域銀⾏では、前年までに予防的引当を計上してい
たこともあり、繰⼊超幅が縮⼩した。 

信⽤コスト率（＝信⽤コスト／貸出残⾼）は、⼤⼿⾏で 8bps（前年差▲17bps）、地域銀
⾏で 5bps（前年差▲5bps）となった。 

  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表Ⅱ-3-1 信用コスト・信用コスト率 

大手行                        地域銀行 

 

（注）下図は、大手行、地域銀行それぞれの信用コストの内訳を示したもの。 

（資料）日本銀行 
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信⽤コスト率の分布をみると、⼤⼿⾏では、10bps 以上の繰⼊超の先数の割合は低下した
が、繰⼊超全体の先数の割合は増加に転じた。地域銀⾏では、10bps 以上の繰⼊超の先数の
割合が低下し、戻⼊超の先数の割合が上昇した。 

  

 

 

 

 

 

 

  

大手行                       地域銀行 

 

図表Ⅱ-3-2 信用コスト率の分布 

（注）信用コスト率の水準別の先数構成比。 

（資料）日本銀行 
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（２）不良債権 

不良債権⽐率は、⼤⼿⾏、地域銀⾏とも、低⽔準のまま、横ばい圏内で推移している。この
間、３メガ⾏の海外貸出の不良債権⽐率は、中国不動産市場の低迷を受けた建設不動産⼤⼿
の格下げ等からアジアで上昇しているものの、総じてみれば横ばいとなっている。 

与信残⾼の債務者区分別構成⽐をみると、正常先の⽐率は、⼤⼿⾏では 95％超、地域銀⾏
では 90％弱と、引き続き、⾼⽔準となっている。 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）各社開示資料 

図表Ⅱ-3-5 与信残高の債務者区分別構成比 

図表Ⅱ-3-4 海外貸出の不良債権比率（３メガ行） 

（資料）日本銀行 

 

図表Ⅱ-3-3 不良債権残高・比率 
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（注）償却後ベース。 

（資料）日本銀行 
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（３）引当 

① 引当率 

与信全体に対する平均的な引当率をみると、⼤⼿⾏では、破綻懸念先の引当率が低下した
ことを受けて、与信全体でも低下した。地域銀⾏では、⼩幅に低下した。 

  

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

与信全体           正常先、その他要注意先       要管理先、破綻懸念先 

図表Ⅱ-3-6 引当率 

（注）1.DCF 法を適用した分を含む。 

（注）2.引当率は未保全部分対比ではなく、債権残高全体対比。 
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大手行                        地域銀行 

 

（注）債務者区分別に、残高要因、未保全率要因、引当率要因の寄与額を算出した上で合算したもの。 

（資料）日本銀行 

 

② 引当⾦残⾼ 

引当⾦残⾼をみると、⼤⼿⾏では、⼀般貸倒引当⾦は増加したものの、個別貸倒引当⾦は
前年の⼀部⼤⼝先に対する引当発⽣の影響が剥落したことを主因に減少に転じた。地域銀⾏
では、⼀般貸倒引当⾦が引当率の低下を主因に減少に転じるなか、個別貸倒引当⾦は横ばい
圏内の動きとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

  

図表Ⅱ-3-7 一般貸倒引当金の増減要因 

大手行                       地域銀行 

 

図表Ⅱ-3-8 個別貸倒引当金の増減要因 

（注）債務者区分別に、残高要因、引当率要因の寄与額を算出した上で合算したもの。 

（資料）日本銀行 
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４．⾃⼰資本⽐率等 

（１）⾃⼰資本⽐率 

国際統⼀基準⾏の⾃⼰資本⽐率（銀⾏連結ベース）をみると、CET1 ⽐率、⾃⼰資本⽐率と
もに低下したが、規制⽔準を⼗分に上回っている。これは、貸出増加や為替円安等により、
リスクアセットが増加したことに加え、普通株式等 Tier1（CET1）資本に含まれるその他有
価証券評価差額⾦が海外を中⼼とする⾦利上昇を受けて、減少したことによるものである。 

国内基準⾏の⾃⼰資本⽐率は、リスクアセットの増加が抑制されたもとで、内部留保が積
み上げられたことから、上昇しており、引き続き規制⽔準を⼗分に上回っている。 
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区別するため、図表上では「コア資本」としている（Ⅲ章の信用金庫についても同じ）。 

   2.バーゼルⅢ最終化の早期適用先の計数を含む。 

（資料）日本銀行 

図表Ⅱ-4-2 自己資本、リスクアセット 

（注）バーゼルⅢ最終化の早期適用先の計数を含む。 

（資料）日本銀行 

国際統一基準行                    国内基準行 

図表Ⅱ-4-1 自己資本比率 
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大手行（グループ連結）                    地域銀行 

 

（２）配当・⾃⼰株式 

この間、⼤⼿⾏と地域銀⾏の株主還元額をみると、配当額、⾃⼰株式取得額ともに増加し
た。2023 年度についても、増益を⾒込むもとで、⼤⼿⾏、地域銀⾏とも増配を計画している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
0

10

20

30

40

50

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

16 17 18 19 20 21 22 23

兆円 ％

年度

計画

20

30

40

50

60

70

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

16 17 18 19 20 21 22 23

自己株式取得額 配当額 配当性向(右軸) 総還元性向(右軸)

兆円 ％

年度

計画

図表Ⅱ-4-3 銀行の株主還元額 

 

（注）1.グループ連結ベース（一部の地域銀行は銀行連結ベース）。 

      2.地域銀行の自己株式取得額は、優先株を除く。地域銀行の 23 年度計画は、配当予想が公表されている先のみを集計。 

（資料）各社開示資料 
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ＢＯＸ 銀⾏の 2023 年度収益計画 

 銀⾏の 2023 年度の当期純利益の計画値をみると、現時点では、⼤⼿⾏（グループ連結）、
地域銀⾏（単体）ともに増益を⾒込む計画となっている。 

 前年度からの変動要因をみると、⼤⼿⾏では、業務純益は、海外の法⼈部⾨を中⼼とする
⾼採算アセットへの⼊替やリスクアセットの積み増し等が増益に寄与するほか、信⽤コスト
は、2022 年度の⼀部先のグループ会社の株式譲渡に伴う会計処理の要因が剥落し、減少する
⾒込みとなっている。 

 地域銀⾏では、全体で前年⽐＋5％程度の増益を計画している。 

 なお、こうした収益計画の前提となる内外の経済・物価動向、今後のウクライナ情勢の展
開や、そのもとでの⾦融・為替市場の動向などについて、不確実性が伴う点に留意は必要で
ある。 
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図表 B-2 地域銀行（単体）の当期純利益 

（資料）各社開示資料、日本銀行 

図表 B-1 大手行（グループ連結）の当期純利益 

（注）2023 年度の当期純利益の計画値を公表している先のみを集計。 

（資料）各社開示資料、日本銀行 
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Ⅲ．2022 年度の信⽤⾦庫決算 

本章では、信⽤⾦庫の基礎的収益⼒（資⾦利益、⾮資⾦利益、経費）のほか、有価証券関
係損益・評価損益、信⽤コストと不良債権、⾃⼰資本⽐率について整理する。 

１．基礎的収益⼒の状況 

（１）資⾦利益 

資⾦利益は、貸出利鞘や有価証券利鞘が横ばい圏内の動きとなるなか、有価証券残⾼が平
残ベースでは増加したほか、エネルギー・原材料コストの上昇や経済活動の改善に伴う資⾦
需要などから貸出残⾼も増加したため、前年⽐＋0.8％の増加となった。 
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図表Ⅲ-1-1 資金利益 

 （資料）日本銀行 

 

（注）1.「その他」は信金中央金庫や日本銀行への預け金利息 

などを含む。 

（注）2.貸出関連＝貸出平残×貸出利鞘。 

有価証券関連＝有価証券平残×有価証券利鞘。 

（資料）日本銀行 

図表Ⅲ-1-2 資金利益の前年差要因分解 
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（２）貸出利鞘等 

① 貸出利鞘 

貸出利鞘は、横ばい圏内の動きとなった。個別信⽤⾦庫毎の貸出利鞘の分布も、前年から
概ね不変となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 貸出利率別の貸出残⾼ 

貸出利率別の貸出残⾼の推移をみると、低⾦利ゾーンでの貸出残⾼が幾分増加した。貸出
利率別の貸出残⾼構成⽐をみると、実質無利⼦・無担保融資における貸出利率（利⼦補給を
勘案したベース）のゾーン（主として 1.00％以上〜1.75％未満のゾーン）が前年に続き⾼め
となった。また、⾦利が⾼めのゾーン（1.75％以上〜2.50％未満のゾーン）の貸出残⾼が増
加に転じた。 
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（注）利鞘の計算に当たっては、調達費用から金利スワップ支

払利息を除いている。右図も同じ。 

（資料）日本銀行 

図表Ⅲ-1-5 貸出利率別の貸出残高の変化 

（2019 年 3月末～23 年 3 月末） 

図表Ⅲ-1-6 貸出利率別の貸出残高構成比の変化

（2019 年 3月末～23 年 3 月末） 

図表Ⅲ-1-3 貸出利鞘            図表Ⅲ-1-4 貸出利鞘の分布 

 （資料）日本銀行  （資料）日本銀行 

（資料）日本銀行 
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（３）有価証券利鞘等 

有価証券利鞘は、概ね横ばい圏内の動きとなった。有価証券残⾼は、国内債を中⼼に幾分
減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）⾮資⾦利益 

⾮資⾦利益は、外国為替・デリバティブ関係等の減少を主因に、前年⽐▲20.1％の減少と
なった。 
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図表Ⅲ-1-9 非資金利益 

（注）利鞘の計算に当たっては、調達費用から金利スワッ

プ支払利息を除いている。 

（資料）日本銀行 

図表Ⅲ-1-7 有価証券利鞘 図表Ⅲ-1-8 保有有価証券の商品別残高（末残） 

 （資料）日本銀行 

 

 （資料）日本銀行 
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（５）経費 

経費は、料率引き下げを受けた預⾦保険料の減少を主因に、前年⽐▲1.8％の減少となった。
修正 OHR（＝経費/コア業務粗利益＜除く投信解約損益＞）をみると、コア業務粗利益の増
加と経費の減少の双⽅により、低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．有価証券関係損益・評価損益 

（１）有価証券関係損益 

債券関係損益は、海外⾦利系投信などの売却損を背景に、⼤きめの損超となった。株式関
係損益は、益超が継続した。 
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図表Ⅲ-2-1 債券関係損益            図表Ⅲ-2-2 株式関係損益 

図表Ⅲ-1-10 経費の寄与度分解          図表Ⅲ-1-11 OHR（経費率） 

 （資料）日本銀行  （資料）日本銀行 

 （資料）日本銀行 

 

 （資料）日本銀行 
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（２）有価証券評価損益 

2023 年 3 ⽉末時点のその他有価証券の評価損益をみると、⼤幅な損超に転化した。⾦利
上昇を背景に、幅広い種類の債券や投資信託等で評価損益が悪化した。 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

３．信⽤コストと不良債権 

（１）信⽤コスト 

信⽤コストは、前年までに予防的引当を計上していたこともあり、個別貸倒引当⾦を中⼼
に繰⼊超幅が縮⼩した。この結果、信⽤コスト率は 6bps（前年差▲6bps）となった。 
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図表Ⅲ-2-3 その他有価証券の評価損益 

（注）その他国内証券、同外国証券には、投資信託やファンド投資等が含まれる。 

（資料）日本銀行 

（注）信用コスト率の水準別の先数構成比。 

（資料）日本銀行 
 （資料）日本銀行 

（債券等の内訳） 

図表Ⅲ-3-1 信用コスト・信用コスト率       図表Ⅲ-3-2 信用コスト率の分布 
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（２）不良債権 

不良債権⽐率は、引き続き低⽔準で推移している。その他要注意先⽐率の上昇は⼀服して
おり、正常先の⽐率は引き続き⾼⽔準となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）引当 

① 引当率 

与信全体に対する平均的な引当率は、概ね横ばいとなった。 
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図表Ⅲ-3-3 不良債権残高・比率 図表Ⅲ-3-4 与信残高の債務者区分別構成比 

（注）1.DCF 法を適用した分を含む。 

2.引当率は未保全部分対比ではなく、債権残高全体対比。 

（資料）日本銀行 

（注）償却後ベース。 

（資料）日本銀行 

図表Ⅲ-3-5 引当率 

与信全体           正常先、その他要注意先       要管理先、破綻懸念先 
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② 引当⾦残⾼ 

引当⾦残⾼をみると、⼀般貸倒引当⾦は、引当率低下を背景に幾分減少した。個別貸倒引
当⾦は、保全率上昇（「未保全率要因」のマイナス寄与）を背景に減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．⾃⼰資本⽐率 

⾃⼰資本⽐率は、リスクアセットが増加した⼀⽅、内部留保が積み上げられたことから、
概ね横ばいとなっており、規制⽔準を⼗分に上回っている。 
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図表Ⅲ-3-6 一般貸倒引当金の増減要因 

（注）債務者区分別に、残高要因、引当率要因の寄与額を

算出した上で合算したもの。 

（資料）日本銀行 

図表Ⅲ-3-7 個別貸倒引当金の増減要因 

 （資料）日本銀行 

 （資料）日本銀行 

（注）債務者区分別に、残高要因、未保全率要因、引当率

要因の寄与額を算出した上で合算したもの。 

（資料）日本銀行 

図表Ⅲ-4-1 自己資本比率         図表Ⅲ-4-2 自己資本・リスクアセット 
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付録︓基本⽤語の定義 

⾦融機関決算関連 

当期純利益＝コア業務純益＋株式関係損益＋債券関係損益－信⽤コスト±その他（特別損益など） 

コア業務粗利益＝資⾦利益＋⾮資⾦利益 

コア業務純益＝資⾦利益＋⾮資⾦利益－経費 

資⾦利益＝資⾦運⽤収益－資⾦調達費⽤ 

⾮資⾦利益＝役務取引等利益＋特定取引利益＋その他業務利益－債券関係損益 

株式関係損益＝株式売却益－株式売却損－株式償却 

債券関係損益＝債券売却益＋債券償還益－債券売却損－債券償還損－債券償却 

信⽤コスト＝貸倒引当⾦純繰⼊額＋貸出⾦償却＋売却損等－償却債権取⽴益 

信⽤コスト率＝信⽤コスト／貸出残⾼ 

国際統⼀基準⾏の⾃⼰資本⽐率関連 

普通株式等 Tier1 ⽐率（CET1 ⽐率）＝普通株式等 Tier1 資本／リスクアセット 

普通株式等 Tier 1 資本は、普通株式、内部留保等で構成される。 

リスクアセットは、保有する資産をリスクに応じたウエイトで合算したもの。 

Tier1 ⽐率＝Tier1 資本／リスクアセット 

Tier1 資本には、普通株式等 Tier1 資本に加え、⼀定の条件を満たす優先株式等が含まれる。 

総⾃⼰資本⽐率＝総⾃⼰資本／リスクアセット 

総⾃⼰資本には、Tier1 資本に加え、⼀定の条件を満たす劣後債等が含まれる。 

国内基準⾏の⾃⼰資本⽐率関連 

コア資本⽐率＝コア資本／リスクアセット 

コア資本は、普通株式、内部留保のほか、⼀定の条件を満たす優先株式等が含まれる。 

リスクアセットは、保有する資産をリスクに応じたウエイトで合算したもの。 

 

 


